
 宅地造成等規制法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成 18 年 10 月 31 日 

                                            岩手県知事 増 田 寛 也  

岩手県規則第 140 号 

   宅地造成等規制法施行細則の一部を改正する規則 

 宅地造成等規制法施行細則（昭和 42 年岩手県規則第 75 号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（許可の申請） 

第３条 法第８条第１項の許可を受けようとする者は、省令第４

条第１項に規定する許可申請書の正本及び副本並びに図面に、

宅地造成に関する工事を施行する土地の登記事項証明書を添

えて、所管する広域振興局長又は地方振興局長（以下「局長」

という。）に提出しなければならない。 

（擁壁の代替措置） 

第４条 知事は、政令第16条第１項の規定に基づき、災害の防止

上支障がないと認められる土地においては、政令第５条の規定

による擁壁の設置に代えて次の各号に掲げる工法の採用を認

めることがある。 

(１)～(５) ［略］ 

（技術的基準の強化等） 

第５条 知事は、政令第16条第２項の規定に基づき、宅地造成に

伴うがけくずれ又は土砂の流出の防止上特に必要と認められ

る土地においては、次の各号に掲げる工法により技術的基準を

強化し、又は付加することがある。 

(１)～(３) ［略］ 

（工事着手の届出） 

第６条 造成主は、法第８条第１項の許可に係る工事又は法第11

条の協議の成立した工事（以下「許可工事」という。）に着手

したときは、速やかに、宅地造成工事着手届（様式第２号）に

当該許可工事の工程計画書を添えて、知事又は所管する局長に

届け出なければならない。 

（工事計画等の変更） 

第８条 造成主は、許可工事に係る宅地の面積又は工事の計画

（省令第４条第１項に規定する宅地造成に関する工事の許可

申請書の６欄のイからトまでに掲げる事項をいう。）を変更し

ようとするときは、あらためて法第８条第１項の許可を受け又

は法第11条の協議をしなければならない。ただし、その変更が

軽微であり、かつ、知事又は所管する局長が災害防止上支障が

ないと認めるときは、この限りでない。 

（許可の申請） 

第３条 法第８条第１項本文の許可を受けようとする者は、省令

第４条第１項に規定する許可申請書の正本及び副本並びに図

面に、宅地造成に関する工事を施行する土地の登記事項証明書

を添えて、所管する広域振興局長又は地方振興局長（以下「局

長」という。）に提出しなければならない。 

（擁壁の代替措置） 

第４条 知事は、政令第15条第１項の規定に基づき、災害の防止

上支障がないと認められる土地においては、政令第６条の規定

による擁壁の設置に代えて次に掲げる工法の採用を認めるこ

とがある。 

(１)～(５) ［略］ 

（技術的基準の強化等） 

第５条 知事は、政令第15条第２項の規定に基づき、宅地造成に

伴う崖
がけ

崩れ又は土砂の流出の防止上特に必要と認められる土

地においては、次に掲げる工法により技術的基準を強化し、又

は付加することがある。 

(１)～(３) ［略］ 

（工事着手の届出） 

第６条 造成主は、法第８条第１項本文の許可に係る工事又は法

第11条の協議の成立した工事（以下「許可工事」という。）に

着手したときは、速やかに、宅地造成工事着手届（様式第２号）

に当該許可工事の工程計画書を添えて、所管する局長に届け出

なければならない。 

（変更許可の申請） 

第８条 造成主は、法第12条第１項の許可を受けようとするとき

は、宅地造成に関する工事の変更許可申請書（様式第４号）に

省令第25条に規定する書類を添えて、所管する局長に提出しな

ければならない。 

２ 前項ただし書の場合において、当該工事の造成主は、あらか

じめ工事計画変更届（様式第４号）を知事又は所管する局長に

２ 法第12条第３項において準用する法第10条第２項の許可の

処分の通知は、前項の変更許可申請書の副本の許可通知欄に所



提出しなければならない。 要の記載をしたものによって行うもの 

 

 

 

 

（異動等の届出） 

第９条 造成主は、次の各号のいずれかに該当する場合は、それ

ぞれ当該各号に定める届書により、速やかに、知事又は所管す

る局長に届け出なければならない。 

(１) 造成主又は工事施行者に異動を生じたとき。 異動届

（様式第５号） 

(２) 造成主、工事施行者又は設計者が、住所又は氏名を変更

したとき。 造成主（工事施行者、設計者）の住所（氏名）

変更届（様式第６号） 

(３) 工事期間の変更又は工事の中止、再開若しくは廃止をし

ようとするとき。 工事の工事期間の変更（中止、再開、廃

止）届（様式第７号） 

（写真の整備等） 

第10条 [略] 

２ 造成主は、設計計画高３メートルを超える擁壁又は排水施設

に係る工事が前項各号に掲げる工程に達したときは、同項に規

定する写真を添えて、速やかに、その旨を知事又は所管する局

長に届け出なければならない。 

（工事の一部完了検査） 

第11条 造成主は、許可工事の一部の宅地造成が完了し、当該許

可工事に係る宅地造成の完了した宅地の分割が可能であって、

かつ、災害の防止上支障がないと認められる場合は、宅地造成

工事一部完了検査申請書（様式第８号）にその範囲を示した図

面を添えて、当該許可工事の一部完了検査を知事に申請するこ

とができる。 

２ 知事又は所管する局長は、前項に規定する申請書を受理し、

必要があると認めたときは、当該許可工事の一部完了検査を行

うことがある。 

３ 知事又は所管する局長は、前項の検査の結果当該許可工事が

法第９条第１項の規定に適合していると認めたときは、宅地造

成工事一部完了検査済証（様式第９号）を交付するものとする。

とする。 

３ 造成主は、法第12条第２項の規定により軽微な変更の届出を

しようとするときは、宅地造成に関する工事の変更届（様式第

５号）を所管する局長に提出しなければならない。 

（工事の中止、再開又は廃止の届出） 

第９条 造成主は、工事の中止、再開又は廃止をしようとすると

きは、工事の中止（再開、廃止）届（様式第７号）により、速

やかに、所管する局長に届け出なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真の整備等） 

第10条 [略] 

２ 造成主は、設計計画高３メートルを超える擁壁又は排水施設

に係る工事が前項各号に掲げる工程に達したときは、同項に規

定する写真を添えて、速やかに、その旨を所管する局長に届け

出なければならない。 

（工事の一部完了検査） 

第11条 造成主は、許可工事の一部の宅地造成が完了し、当該許

可工事に係る宅地造成の完了した宅地の分割が可能であって、

かつ、災害の防止上支障がないと認められる場合は、宅地造成

工事一部完了検査申請書（様式第８号）にその範囲を示した図

面を添えて、当該許可工事の一部完了検査を所管する局長に申

請することができる。 

２ 所管する局長は、前項に規定する申請書を受理し、必要があ

ると認めたときは、当該許可工事の一部完了検査を行うことが

ある。 

３ 所管する局長は、前項の検査の結果当該許可工事が法第９条

第１項の規定に適合していると認めたときは、宅地造成工事一

部完了検査済証（様式第９号）を交付するものとする。 

４ 造成主は、前項に規定する宅地造成工事一部完了検査済証の

交付を受けたときは、その交付を受けた日から法第12条第２項

に規定する工事完了の検査済証の交付を受ける日までの間、工

事現場の見やすい場所に、宅地造成工事一部完了検査済標識

（様式第10号）を設置しなければならない。 

４ 造成主は、前項に規定する宅地造成工事一部完了検査済証の

交付を受けたときは、その交付を受けた日から法第13条第２項

に規定する工事完了の検査済証の交付を受ける日までの間、工

事現場の見やすい場所に、宅地造成工事一部完了検査済標識

（様式第10号）を設置しなければならない。 



（工事届等の添付書類） 

第12条 法第14条の規定による届出は、省令第８条に規定する届

出書の正本及び副本に、次の各号に掲げる図面を添えてしなけ

（工事届等の添付書類） 

第12条 法第15条の規定による届出は、省令第29条に規定する届

出書の正本及び副本に、次に掲げる図面を添えてしなければな

ればならない。 

(１) 法第14条第１項又は第２項の規定による届出の場合 

ア～エ ［略］ 

(２) 法第14条第３項の規定による届出の場合 

ア・イ ［略］ 

２ 法第14条第１項又は第２項の規定による届出をした者（以下

「届出者」という。）は届出に係る事項を変更しようとすると

きは、あらかじめ所管する局長に届け出なければならない。

３ [略] 

（準用） 

第13条 第９条及び第10条の規定は法第14条第１項の届出の場

合に、第９条の規定は法第14条第２項の届出の場合に準用す

る。 

（書類の経由） 

第14条 法、政令、省令又はこの規則の規定により知事に提出す

る書類は、宅地造成に関する工事の施行地を所管する広域振興

局、広域振興局総合支局又は地方振興局の長を経由しなければ

ならない。 

様式第２号（第６条関係） 

らない。 

(１) 法第15条第１項又は第２項の規定による届出の場合 

ア～エ ［略］ 

(２) 法第15条第３項の規定による届出の場合 

ア・イ ［略］ 

２ 法第15条第１項又は第２項の規定による届出をした者（以下

「届出者」という。）は届出に係る事項を変更しようとすると

きは、あらかじめ所管する局長に届け出なければならない。

３ [略] 

（準用） 

第13条 第８条第３項、第９条及び第10条の規定は法第15条第１

項の届出の場合に、第８条第３項及び第９条の規定は法第15

条第２項の届出の場合に準用する。 

 

 

 

 

 

様式第２号（第６条関係） 

 

 

 

 

［略］ 

岩手県知事 

（  振興局長） 様 

［略］ 

［略］ 

振興局長 様 

 

［略］ 

 ［略］  ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第４号から様式第７号までを次のように改める。 

様式第４号（第８条関係） 

正               宅地造成に関する工事の変更許可申請書 

 
 

 宅地造成等規制法第 12 条第１項の規定による許可を申請します。 
年 月 日 

    振興局長 様 
 
                          申請者 氏     名 ㊞ 

※手数料欄 

 

 １ 宅地の所在及び地番   

 ２ 宅地の面積 平方メートル  

 
３ 

 
イ 切土又は盛土をする土地
の面積 

 
          平方メートル

 

  ロ 切土又は盛土の土量 切  土  立方メートル  

 



   盛  土  立方メートル  
番  号 構  造 高  さ 延  長  

  メートル メートル  
     

 ハ 擁壁 

     
番  号 種  類 内法寸法 延  長 

  
 

センチメートル メートル 

    
 

工

事

の

概

要 

ニ 排水施設 

    

 

  ホ 崖面の保護の方法   

  へ 工事中の危害防止のため
の措置   

  ト その他の措置   

  チ 工程の概要   

 ４ 宅地造成に関する工事の許可
番号 年  月  日       第    号  

 ５ 変更の理由   

 ６ その他必要な事項   

 ※受付欄 
 

※決裁欄 
 

※ 変更許可に当たって 
付した条件 

※ 変更許可 
  番号欄  

 年  月  日 年  月  日  

 第   号 第   号  

 係員印 

  

係員印  

     
（A４）  

副               宅地造成に関する工事の変更許可通知書 

 この申請書及び添付図書に記載の宅地造成に関する工事については、下記の条件を付して許可しましたので

通知します。 
 変更許可番号     第    号 

年  月  日 
       
   振興局長         □印  

 
 

※

許

可

通

知

欄 
条件 

 

 １ 宅地の所在及び地番   

 ２ 宅地の面積 平方メートル  

 ３ 

 

イ 切土又は盛土をする土地
の面積 

 
          平方メートル

   切  土  立方メートル

 

 
ロ 切土又は盛土の土量 

盛  土  立方メートル  

 

工

事 番  号 構  造 高  さ 延  長  

 の   メートル メートル  

 概      

 要 

ハ 擁壁 

     

 



番  号 種  類 内法寸法 延  長  

  
 

センチメートル メートル 

    
 ニ 排水施設 

    

 

 ホ 崖面の保護の方法   

 へ 工事中の危害防止のため
の措置   

 ト その他の措置   

 

 

チ 工程の概要   

 ４ 宅地造成に関する工事の許可
番号 年  月  日       第    号  

 ５ 変更の理由   

 ６ その他必要な事項   

  

  

  

 

備考 １ ※印の欄は、記載しないでください。 
２ ６の欄は、宅地造成に関する工事の計画の変更に伴い、他の法令による許可、認可等を要する場合におい

てのみ、その許可、認可等の手続の状況を記載してください。 
３ 申請者が法人の場合は、名称及び代表者の氏名を記載してください。 
４ 申請者の氏名（法人にあっては、代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略するこ

とができます。 
５ １、２及び３の欄は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載してください。  

     
 （A４）  

様式第５号（第８条関係） 

年  月  日

      振興局長 様  

造成主 住 所           

氏 名        ◯印  

 

宅地造成に関する工事の変更届 

 

  宅地造成等規制法第 12 条第２項の規定により、次のとおりお届けします。 

 許 可 の 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日     第    号  

 宅 地 造 成 地 の 所 在 地 番   

 変 更 の 理 由   

 変 更 に 係 る 事 項   

 変 更 関 係 図 書   

     
備考 １ 届出者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記載してください。 

   ２ 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載してください。 

                                                  （Ａ４）  



様式第６号 削除 

様式第７号（第９条関係） 

年 月 日  

      振興局長  様  

                                  造成主 住 所          

                                        氏 名         ◯印  

工事の中止（再開、廃止）届 

 

次のとおり工事の中止（再開、廃止）をしたいので、宅地造成等規制法施行細則第９条の規定により、お届けします。 

 許 可 の 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日     第    号  

 工事の中止（再開、廃止）年月日    

 工事の中止（再開、廃止）の理由   

 工事の中止（廃止）後の措置   

     
備考 届出者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記載してください。 

                                （A４）  

改正前 改正後 

様式第８号（第11条関係） 様式第８号（第11条関係） 

 

［略］ 

岩手県知事       様 

（    振興局長） 

［略］  

［略］ 

振興局長       様 

 

［略］ 

 ［略］ 

様式第９号（第11条関係） 

 ［略］ 

様式第９号（第11条関係） 

 

［略］ 

岩手県知事      □印  

［略］  

［略］ 

振興局長      □印  

［略］ 

 ［略］ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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